
はしがき

いわゆるマンションに関する主要な法律である区分所有法（正式

名称：建物の区分所有等に関する法律）の改正法が令和 7 年 5 月に

成立し、令和 8 年 4 月 1 日に施行となりました。これは約 20 年ぶ

りの大幅な改正となります。

マンションに関する近時の状況に対応するための改正ですが、大

きく分けると、①管理の円滑化に関するものと②建替え等の再生の

円滑化に関するものの 2 つに分けられます。

ただ、管理の円滑化の方に建替え等の議決に関係する改正も含ま

れていることを考えると、過半が建替え等の再生に関する改正であ

ると言っても過言ではなく、また、区分所有法の改正が諸事情の影

響で 1 年延びた間に、関連法令も同時に改正されたことからして

も、今回の改正において、マンションの建替え等の再生に関する行

政の強い姿勢が感じられるとも思われます。

以前に、筆者の一人がマンションの建替えに関する勉強会に参加

した際に、建替えを行ったマンションの管理組合の方が、日本マン

ション学会に相談したという話を伺ったことがあり、その方の行動

力に驚くとともに、学会に専門家が揃っていることには間違いがな

いものの、建替えの相談をする相手を見つけるのは、そんなに困難

なのかと驚いたことがあります。

本書は、建替え等の再生をしたいと考えたマンションの管理組合

の方や、その関係者の方に、今回の法律の改正における建替え等の

再生のアウトラインを示すことを、まず目的としていますが、現時

点における税務への影蓉も含めた内容としている点で、改正後の

マンションの建替え等の再生に関する法務と税務についての全体と

してのイメージは掴んでいただけるのではないかと思っています。



今回の改正によっても、マンションの建替え等の再生が増加して

いくのかは依然として不透明な状況ですが、現実として管理不全

マンションや耐窟性の不足等により、放置してはおけないマン

ションが今後増加していくという状況がある以上、何もしなくても

良いという時代はとうに過ぎ去っていると言わざるを得ません。

建替え等のマンションの再生の手続は、さまざまな利害関係者が

絡む複雑な手続であり、それを行うのには、本害だけで足りるもの

ではありませんが、最初の検討段階から、その先の段階に進む際

に、他の利害関係者の方とのコミュニケーションの一助に本書がな

るのであれば幸いです。

最後になりますが、本書出版の労をお取りいただいた、ご担当の

竹渕学氏をはじめとする、株式会社日本法令の皆様に、心より感謝

申し上げます。

令和 8 年 4 月

執筆者一同

. ｷ 
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凡例

本書では、かっこ内等において下記の法令等につき名称を省略しており

ます。

正式名称 略称

老朽化マンション等の管理及び再生の円
滑化等を図るための建物の区分所有等に 令和 7 年改正法
関する法律等の一部を改正する法律

建物の区分所有等に関する法律 区分所有法

マンションの建替え等の円滑化に関する マンション建替円滑化法
法律 （旧円滑化法）

マンションの再生等の円滑化に関する法 マンション再生円滑化法
律 （新円滑化法）

マンションの管理の適正化の推進に関す
マンション管理適正化法

る法律

被災区分所有建物の再建等に関する特別
被災マンション法

措置法

租税特別措置法 措法

租税特別措置法施行令 措令

租税特別措置法施行規則 措規

災害被害者に対する租税の減免、徴収猶
災免法

予等に関する法律

「租税特別措置法（山林所得・譲渡所得
措通

関係）の取扱いについて」

〈省略の例〉

・マンションの再生等の円滑化に関する法律第 9 条第 2 項第 1 号

吟新円滑化法 9②―

xiv 
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マンション建替えの必要性

マンション建替えの必要性とは、具体的にどのような

ものですか？

A 今後、築 40 年以上の高経年マンションや、

住人の高齢化等から生じる管理不全マンション

が増加する可能性が高く、それらの問題の抜本

的な解決のために、マンションの建替えの必要

性が高まるものと考えられます。

0 マンションの現状

マンションは現代社会の住居として重要な位置を占めていると思

われますが、分譲マンションは図表 1-1 にあるように、 2024 （令

和 6) 年末現在で全国に約 713 万1.000 戸あり、 1 世帯当たりを 2.2

人で計算すると、国民の 1 割以上がマンションに住んでいる計算に

なります。特にここ数年の不動産業界では、いわゆるタワーマン

ションを箪頭とする高級分譲マンションを新築して販売すれば必ず

売れるといわれるような状況が続いています。

以前の日本の商度成長期においては、社会人に戸建て購入の意識

が強く、共同住宅というと、賃貸アパートで、学生、独身者又は若

年夫婦が住む一時的住まいという印象が強かったのですが、近時で

2 第 1 章 マンション再生の必要性と現状等
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■図表 1-2 区分所有者の永住意識

0 近年、マンション居住者の永住意識は高まっており、 2023 年度調査
において「永住するつもり」は、 60.4％となっている。

(%) 
70.0 

60.0 

50.0 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 

0.0 

区分所有者の永住意識

17.7 

1980 年腹 1987 年度 1993 年度 1999年度 2003 年度 2008年腹 2013 年度 2018 年度 2023 年度

→·永住するつもりである 号いずれは住み替えるつもりである

（出典） 国土交通省「マンションの政策の最近の動向について」（令和 7
年） 3 頁

は、共同住宅は分譲マンションで、しかも一時的住まいと考えてい

る人は 20％を割る一方、永住する意識の人の割合が購入者の 60%

を超えているような状況です（図表 1-2 参照）。

ｮ 轟経年マンションの発生と管理の問題

以上で述べたように、住居の主流となりつつあるマンションです

が、従前からのストックとして、築 40 年以上のマンションが 2024

（令和 6) 年末時点でも 148 万戸以上あり、この数字は、今後 10 年

後には 293 万戸以上、また、 20 年後には 482 万戸以上と、現在の

3.3 倍になる見込みであって（図表 1-3 参照）、その時には、現時

点で存在するマンションの 65％以上が、築 40 年以上のいわゆる高

経年マンションになるということになります。

4 第 1 章マンション再生の必要性と現状等



■図表 1-3 築 40 年以上のマンションストック数の推移

02024 年末で、築 40 年以上のマンションは約 148 万戸存在する。
〇今後、 10年後には約 2.0 倍、 20 年後には約 3.3 倍に増加する見込み。

（万戸）
500 

450 

400 

350 

300 

250 

200 

150 

100 

50 
゜

48.5 万戸

148 万戸

293.2万戸

10 年前〈2014 年末〉 現在〈2024 年末〉 10 年後〈2034 年末〉 20 年後〈2044 年末〉
(1975 年以前） （ 1985 年以前） （ 1995 年以前） （2005 年以前）

※（）括弧内は築 40 年以上となるマンションの築年を示す。
※建築着工統計等を基に推計した分譲マンションストック戸数及び国土交通省が把握している
除却戸数を基に推計。

（出典） 国土交通省「マンションに関する基礎データ」

マンションは、鉄筋コンクリート造等の堅固建物であることか

ら、いわゆる木造家屋よりも修繕のやり方によっては長寿命化が図

れますが、現在問題とされているのは、適切な管理がなされていな

い、いわゆる管理不全マンションにおいて、修繕が行われない等の

理由から建物が劣化してしまい、住環境が悪化して、最悪の場合ス

ラム化する可能性があることです（図表 1-4 参照）。

マンションは通常は私有財産であることから、その所有者がその

ような管理不全の状態を放置することによる住環境の悪化や最終的

な賓産価値の下落を甘んじて受け入れるのであれば、それは所有者

の自由と考えることもあり得ます。

しかし、マンションは一般的に戸建て住宅よりも規模が大きいこ

匹／マンション建替えの必要性 5 



■図表 1-4 管理不全状態がマンションに与える影響

〇管理不全に陥るマンション

【財政面の悪化】

・管理組合がない又は機能
していない
・管理規約がない又は全く
見直さない

8 
・管理野の徴収ができない
•長期修繕計画や修繕積立
金がない
etc. 

【居住環境面の悪化】

・共用部分にゴミやハトの袈など

が散乱
．篭気がつかない（共用廊下灯）
・エレペーターが稼働していない
・外壁がはがれる（危険）
・建物の劣化が激しい
・空室の増加やスラム化
etc. 

（資産価値の下落）

（出典） 国土交通省「マンションの新たな管理方式の検討」（平成 24
年） 12 頁

■図表 1-5 管理不全マンションの発生

〇適切な管理・再生が行われず、居住者・近隣住民等の生命・身体に危
険を生じるマンションが発生。

〇管理不全マンションヘの対応には、多大な時間的・金錢的コストを要
するおそれ。

マンションの 2 階廊下部分が崩落した事例

建物の傷みが著しく外壁の剥落、
鉄骨の露出などが見られる事例

く行政が代執行により除却した事例＞

lf ｷ "し―ヘ―

■ 1972 年竣工鉄骨造／地上3 階• 9 戸
2010 年建築基準法に基づく勧告
2013 年所有者に改善指導書送付

2018年空き家対策特別措口法の
特定空き家に指定

2019 年所有者に対して解体命令
2020 年行政代執行

（解体工m賢 1.18 億円）

（出典） 国土交通省「マンションの政策の最近の動向について」（令和 7
年） 7 頁
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とから、当該マンションの建物が劣化することで、外壁の落下によ

る直接的な損害や住環境の悪化がその地域に影響を与えるなど、周

辺地域にさまざまな損害を与える可能性があります（図表 1-5 参

照）。

そのようなマンションの所有者である区分所有者らは、基本的に

は劣化等を防止したいと考えているはずですが、所有者が複数、

マンションによっては 1 つの町ほどの多数の人が存在することに加

え、近時、区分所有者の中で高齢化や非居住化（賃貸や空き家化）

が進んでいる等の理由から、合意形成がうまくできない、又は、仮

に合意できるとしても非常に時間がかかるというケースが増えてお

り、これも管理不全の要因となっています（図表 1-6 参照）。

ｮ マンションの老いと建替え等の必要性

近時、以上のような状況について、「マンションの老い」という

表現を見ることが増えています。

「マンションの 2 つの老い」とは、①高経年マンションの発生に

加え、②マンション住民の高齢化に伴う意思決定の困難さ等から、

今後さらに管理不全マンションが増える危険性を指しています。最

近では、それに加え、マンションに関するさまざまな法律や規約等

のルールが時代に即していないとして、その点を加えて「マン

ションの 3 つの老い」と表現している例も見受けられます（この改

善のための、令和 7 年の区分所有法等の改正については·口彊を
参照）（注）。

（注） 吉田修平「マンションの「老い」」（金融財政事情研究会、令和 7

年）等。

いずれにせよ、今後、高経年かつ管理不全のマンションが増える

可能性は高く、また、修繕等による長寿命化を図るにしても限界が

璽置·／マンション建替えの必要性 7 



■図表 1-6 区分所有者の高齢化・非居住化等

0 高経年マンションでは、区分所有者の高齢化・非居住化（買貸・空き
住戸化）が進行し、管理組合の役員の担い手不足や、総会運営や集会
の議決が困難等のおそれがある。

60% 

50% 

40% 

30% 

20% 

10% 

マンションにおける世帯主が
70 歳以上の住戸の割合（完成年次別）

55% 

0% 
築 10年未満築 10年以上築20年以上築 30年以上築40 年以上

20 年未満 30 年未満 40 年未満

マンション内の借家の割合一建築時期別（棟数ベース）

1970 年以前

1971 年～ 1980 年

1981 年～ 1990 年

1991 年以降

oi 20% 40% 60% 80% 100% 
●借家なし 00~10％未満口 10~20％未満 □20~50％未満 □ 50％以上

（出典） 平成 30年度住宅・土地統計調査

マンション内の空き家の割合一建築時期別（棟数ペース）
~ 

1970 年以前

1971 年～ 1980 年

1981 年～ 1990 年

1991 年以降 -~·-

0% 20% 40% 60% 80% 1 00% 
●空き家なし●0~10％未満口 10~20％未満口20~50％未満口50％以上

（出典） 国土交通省「マンションの政策の最近の動向について」（令和 7
年） 5 頁
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あり、どこかの段階で抜本的な解決方法として、マンションの建替

え等を検討する必要性が高まっていくものと考えられます。

顧／マンション建替えの必要性，
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